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1. 概要

新型コロナウィルスのパンデミックにより、様々な課題を抱える厳しい世界経済の見通しの中、Rishi Sunak

財務大臣は、3 月 3 日に英国にとって EU 離脱後初となる予算案を公表した。

経済回復が今回の予算案の主要テーマであり、今後数ヶ月の間に新型コロナウィルス対策が徐々に緩

和されることに伴い、更なる投資やインセンティブ措置を通じて経済成⻑を促進することが強調された。一

方で、新型コロナウィルス対策が政府の財政に与えた影響を受け、「帳尻を合わせる」ために、財政資金

を回収する必要性も示された。その主たる対策として、2023 年 4 月 1 日から法人税率を 25%に引き上

げることが発表された。

また、本年度は、来る 3 月 23 日を「Tax Day」とし、同日に更なる税制改正案やコンサルテーションの発

表を行う事を予定している。

財政法案は 3 月 11 日に公表される予定である。従って、以下に概説する改正点は、いずれもまだ法制

化されておらず、過去の予算案の事例を踏まえると、2021 年の夏前にされるものと見込まれる。

本ニュースレターは、今回の予算案の中から、特に日系企業グループにとって重要と思われる項目について

まとめたものである。英国 2021 年予算案の詳細及び解説については、添付のリンクを参照して頂きた

い。www.ukbudget.com 
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2. ビジネス・タックス

2.1 法人税率

先述した通り、重要な改正案の一つとなった英国法人税率については、2023 年 4 月 1 日より 25％に

引き上げられることが発表された。この税率は課税所得が 250,000 ポンドを超える法人に適用される。財

務大臣のスピーチでは、OECD によると英国法人税率はそれでも G7 の中で一番低いものであることが強

調された。（米国法人税率については連邦税と州税を合計した場合に限る。）一方で、課税所得が

50,000 ポンド以下の法人は引き続き 19％の税率が適用され、課税所得が 50,000 ポンド超 250,000

ポンド以下の法人については、19％から 25％の間の累進税率が適用されることとなる。

予算案発表前、メディアでは法人税率が間もなく引き上げられることと推測されていたが、財務大臣は、

税率の引き上げは 2023 年まで行わず、それまでは現行の 19%を維持する旨を発表した。日系企業につ

いては、法人税率の 25％への引き上げは、英国子会社において、一部経済実体を持つ外国子会社の

租税負担割合が 20%未満となる場合に、日本の外国子会社合算税制（タックスヘイブン対策税制）

の対象外となる為の重要な要素の一つになり得る可能性がある。しかし 2023 年 3 月までは法人税率

が 19％に据え置きとなるため、引き続き日本のタックスヘイブン対策税制の影響を考慮していく必要があ

ると考えられる。

UK GAAP 及び IFRS の会計基準においては、実質的に制定 (substantive enactment) された法人税率

に基づき繰延税金資産・負債を認識する必要がある。一方、US GAAP の会計基準の場合、成立した

法令 (full enactment) による法人税率に基づき繰延税金資産・負債を認識する。いずれも、上記の通

りまだ法制化されていない。

2.2 利益迂回税 (Diverted Profit Tax) 

英国法人税率の引き上げに伴い、税率差を維持する為に、利益迂回税についても、2023 年 4 月 1 日

より、現行の 25％から 31％へ 6％引き上げる事が発表された。

利益迂回税は 2015 年に導入された制度で、課税所得などを意図的に移転し、英国の税源を侵食す

るような取引に対処するために制定された租税回避防止制度である。

利益迂回税は、2015 年に導入されたもので、課税所得などを人為的に操作して課税逃れを行い、英

国の税源を侵食する問題に対処するために制定された租税回避防止策である。

2.3 事業損失に関する繰り戻しの延⻑

2020 年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日の間に終了する会計期間については、事業所得から生じた

欠損金（石油・ガス事業に係る一定の欠損金を含む (ringfenced oil and gas losses) ）を、過去の会

計期間に発生した所得と相殺することが出来るが、繰り戻せる期間が現行の 1 年から 3 年まで延⻑さ

れることとなる。

本制度上、発生した事業欠損金は、まず直前の会計期間の所得と相殺する。直前の会計期間につい

ては所得と相殺可能な欠損金の金額に制限はないが、その前の期（2 年前及び 3 年前）の所得との

欠損金の相殺については、本制度上欠損が生じたそれぞれの期間において 2 百万ポンドまでの上限が

設けられる。

200,000 ポンドまでの少額の欠損金については、確定申告書において申請する必要がなく、会計帳簿な

ど欠損金を証明する十分な資料が揃い次第、欠損金の繰り戻しによる還付を申請する事が出来る。

また、グループ会社全体に対して 2 百万ポンドの欠損金の上限値が導入されることとなる。上記の

200,000 ポンドまでの少額の欠損金の還付申請については、2 百万ポンドのグループ上限のうちに含める
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必要はなく、また各会社ごとに申請が出来る。しかし、グループ内のある一つの会社が 200,000 ポンド超

の欠損金を繰り戻し申請する場合、2 百万ポンドのグループ上限値が適用されることとなり、例え会社単

位で 200,000 ポンド未満の欠損金を繰り戻した会社であっても、2 百万ポンドのグループ上限値に含める

必要がある。このような場合は、グループ内での欠損金の割り当てについて一定の書類を提出する必要が

ある。

本制度上繰り戻した欠損金の相殺については、グループリリーフ制度のもと本来の修正期限を既に過ぎ

ている場合、今回の税制改正による新規則をもってグループリリーフの申請を修正することは出来ない。

2.4 キャピタル・アローワンスの拡大

キャピタル・アローワンスについては、新規の機械設備等 (plant and machinery) の購入について、節税効

果が期待できる以下の 2 つの優遇措置が発表された。

 購入年度における 130％の特別控除・・・これまでの制度下では機械設備等の購入については

「Main pool」にグルーピングされ、キャピタル・アローワンスとして年間 18％の定率法で税務上減価償

却が可能であるが、新規（及びほぼ新規）の機械設備等の取得について、購入年度に購入金額

等の 130％に相当する金額が損金算入出来ることとなる。

 初年度の 50％特別控除・・・これまでの制度下では特別償却資産の購入については「Special rate 

pool」にグルーピングされ、キャピタル・アローワンスとして年間 6％の定率法で税務上減価償却が可

能であるが、特別償却資産に該当する新規（及びほぼ新規）の資産について、初年度に購入金

額等の 50％に相当する金額が損金算入出来ることとなる。                         

上記のキャピタル・アローワンスに関する優遇措置は、2021 年 4 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日までの

間に購入したキャピタル・アローワンスの対象となる資産に適用され、予算案が発表された 3 月 3 日より

前に契約が締結されたものは除く。

また、石油・ガス産業においては、税務上 ring fence された一定の事業が行われている場合、購入資産

において既に 100％の特別控除の対象となるため、上記の 130％の特別控除の対象外とされる。ただ、

購入資産で部分的に ring fence 事業に使用されるものについては、100％の初年度特別控除が適用

出来ることとなる。

なお、グループ会社間において対象となる資産が購入された場合などを含め、租税回避行為防止のため

の規則が導入される予定である。

上記に加えて、現行のアニュアル・インベストメント・アローワンス (Annual Investment Allowance(‘AIA’)) 額

とされていた 100 万ポンドまでの一時的な増加措置は、2021 年 1 月 1 日より、以前に AIA 額とされて

いた 200,000 ポンドに戻される予定であったが、企業の新規の機械設備等への投資を促進するためのイ

ンセンティブとして、2021 年 12 月 31 日まで引き続き AIA 額は 100 万ポンドとされる。

2.5 試験研究開発費の税額控除

2020 年 7 月、英国政府は試験研究開発費の税額控除の対象となる費用の種類について見直しを行

うと発表し、その協議結果の概要が公表された。ポイントの一つは、試験研究開発の内容の変化であ

り、データやクラウドコンピューティングにおける研究研究開発が今後の重要な活動として構成される。

政府はこのような要素を制度の中に取り込むべきであることを理解しているものの、本制度の拡大は、歳

出の増加及び制度の複雑さが増す可能性があることにも留意している。

したがって、英国が最先端の研究開発において国際的に競争力のある場所であり続けること、そのために

現行の試験研究開発費における税額控除制度が趣旨に沿うものであるよう、今回の予算案では広範
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囲にわたる協議を開始することが発表された。これには、現行の制度（大企業に対する 13％税額控

除）が適切であるか否かの検討も含まれる。協議は 2021 年 6 月 2 日まで続く予定である。

2.6 EU 利子及び使用料指令の撤廃

英国は 2020 年 1 月 31 日に EU を離脱した後、移行期間 (Transitional period) に入り、その間 EU 利

子及び使用料指令が引き続き適用されたが、2020 年 12 月 31 日に移行期間が終了したため、今後

英国企業が EU 内の企業に利子・使用料の支払いを行う場合、EU 指令の恩恵は受けられないこととな

ることが確認された。結果として、2021 年 6 月 1 日以降に支払われる利子や使用料に課される源泉税

は、英国と支払先の相手国との租税条約に基づいて決定されることとなる。ただし、特定の支払いに対し

て英国国内法において免税とされる場合には、英国国内法が優先適用される。源泉税の回避を主たる

目的として、6 月 1 日前に支払いが行われた場合には、3 月 3 日（本予算案発表日）以後の支払い

について EU 利子及び使用料指令に基づく恩恵を受けることはできない。企業側は、これらの新しい取り

扱いに備えて、租税条約の適用申請の必要性などを検討することが求められる。

2.7 国際間の情報開示制度の義務付け

英国政府は、一定のクロスボーダー取引について、国外での脱税行為に対処するため国際間の情報共

有を進めることを目的として、OECD による BEPS (Base Erosion and Profit Shifting、税源浸食と利益移

転) 行動 12（情報開示制度義務）の実施について協議を行うことを予定している。詳細は後日発表さ

れるとととなっている。

2.8 ハイブリッド・ミスマッチ

2020 年春に実施されたコンサルテーションに基づき、ハイブリッド・ミスマッチ・ルールが本来の趣旨に沿って

運用されているかどうかの検討協議が行われ、2020 年 11 月に制度の改正が発表がされた。

今回発表された改正案は、11 月に発表されたものと概ね同じである。財政法案に改正内容が反映され

た際には、本改正の影響を検討する必要があると思われる。

2.9 デジタル・プラットフォーム

2020 年 7 月 3 日、OECD は「シェアリング及びギグ・エコノミーの販売者へ向けたプラットフォームに関する

報告規則 」 (‘Model Rules for Reporting by Platform Operators with respect to Sellers in the 

Sharing and Gig Economy’) と題する資料を公表し、これに伴い、英国では、将来本資料に含まれる

規則を実施できるように、政府の権限を拡大することとした。 

この新規制は、ウェブサイトやアプリなど、他者によるサービスの提供を容易にするためのデジタル・プラットフ

ォームに適用されると予想される。英国歳入関税庁 (HMRC) は既に、英国を拠点とするプラットフォームの

情報にアクセスする権限を有しているが、OECD の新規則を実施することにより、他国の税務当局と情報

を交換し、英国外を拠点とするプラットフォームを利用する販売者のデータにアクセスすることが可能とな

る。これにより、デジタルプラットフォームを利用している販売者にとって英国の課税規則を遵守しやすくする

ことと、HMRC 側からは脱税行為を発見し対処しやすくすることを目的としている。この規制は今夏に協

議の対象となる予定で、2023 年までには施行されることはないと予想される。

3. 経済特区「フリーポート(Freeports)」

経済特区とされるフリーポートの新たな 8 拠点が公表された。イースト・ミッドランズ空港、フェリックスストウ

&ハーウィッチ、テムズ、リバプール・シティ、ティーズサイド、ソレント、プリマス、ハンバーサイドの 8 拠点である。

これは、2020 年のコンサルテーションに基づき決定されたもので、その結果が 2020 年 10 月 7 日に公表さ

れた。主な目的としては、それぞれの町や地域を活性化し発展させることにある。税務の観点からは、フリ

ーポートには主に以下の 3 つの優遇規定が適用される。
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 フリーポート域内で購入される一定の機械設備について、購入金額の 100%をキャピタル・アローワンス

として損金算入することができる。これは、フリーポートとして指定された日以降、2026 年 9 月 30 日

までに発生した支出に限られる。

 フリーポート・サイトとして指定された日以降 2026 年 9 月 30 日まで、フリーポート域内に非居住用の

建物や構造物について新築又は改修のために発生した支出に対し、支出金額の 10%に相当する

金額が損金算入可能となる。

 フリーポートとして指定された日から 2026 年 9 月 30 日までの間、フリーポート内での一定の要件を

満たした土地及び建物の購入に対する土地印紙税について免税となる。

4. 産業別の税制改正

4.1 銀行に対するサーチャージの見直し

数年前、英国政府は銀行の利益に対して、法人税に加えて 8%のサーチャージを課す制度を導入した。サ

ーチャージの対象となる利益は原則として法人税と同様の基準で算出されるが、一部の制度の適用は認

められない。しかし、本予算案で公表された法人税率の引き上げに伴い、政府は、このサーチャージが英

国の銀行業全体にとって不利になる事を懸念している。従って、政府は 2021 年中に、銀行へのサーチャ

ージの見直しを行うこととし、銀行に対する実質課税が現行水準から大幅に引き上げられないよう検討す

る。

5. 間接税 

5.1 VAT（付加価値税） - 新規罰則制度

VAT の滞納に対する罰則制度について新たな規則が導入されることとなった。今後の罰則規則は以下の

通りである。

 支払期限後 15 日以内に支払った場合、罰則なし

 支払期限後 16 日から 30 日の間に支払った場合、未払額の 2%

 支払期限後 30 日以内に支払いが行われなかった場合、未払額の 4% 

 支払期限後 31 日目より、未払額に対して年率 4%で、追加の罰金が日割りで科される

更に、VAT の支払期限日から実際の支払日まで（HMRC が還付を行う場合も同様）の期間を基に課

せられる利息についても改正されることとなった。

これらの改正は 2022 年 4 月 1 日以降に開始する会計期間より適用される。

上記に加えて、期限後申告については新たにポイントベースの罰則制度が導入される。納税者が一定の

ポイント数に達した場合には、申告の遅延について妥当な理由が存在しない限り、£200 の延滞金が課

せられる。

5.2 VAT – ホスピタリティ産業への軽減税率の延⻑

2020 年 7 月、英国政府は、いわゆるホスピタリティ産業において一定のサービス・商品にかかる VAT の税

率を一時的に 5%に引き下げることを発表した。この経過措置は 2021 年 3 月 31 日で終了する予定で

あったが、財務大臣はこれを更に半年間、2021 年 9 月 30 日まで延⻑すると発表した。
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さらに、2021 年 10 月 1 日以降も VAT の税率を 12.5%までしか引き上げず、その半年後の 2022 年 3

月 31 日をもって、英国の VAT 標準税率である 20%に戻ることとなる。

5.3 プラスチック包装税

英国政府は、2018 年度の予算案で、プラスチック包装の生産と輸入について課税する税制を導入する

と発表した。

2022 年 4 月 1 日から、英国内で製造又は輸入されるプラスチック包装で、最低でも 30%の再生プラス

チックを含まないものについては、プラスチック包装税が適用されることとなる。

登録の基準は、年間あたり 10 トンのプラスチック包装に関わるものであり、基準を超えた場合には、プラ

スチック 1 トン当たり 200 ポンドが課税される。
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